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不登校の激増をどう受け止めるか 

―――子どもたちを権利主体として、背景を考え、連帯する  

２０２４年２月２３日 柘植達志 

 

はじめに 

 

 

 

１、登校拒否・不登校の激増と深刻化 

 

 

（１）登校拒否・不登校の現状 

 

 

（２） 学校（文科省・教育委員会）と児童生徒の、認識のズレ 

 

不登校の主たる要因分類 

※ 学校に係る状況――いじめ、友人関係、教職員との関係、学業不振、進路不安、クラブ活

動、学校のきまり等をめぐる問題、入学・転学・進級時の不適応 

※ 家庭に係る状況――家族の生活環境の急激な変化、親子の関わり方、家庭内の不和、 

※ 本人に係る状況――無気力・不安、生活のリズムの乱れ・遊び・非行 

 

◆文科省の認識（文科省２０２３年１０月教育委員会が学校から集計したもの） 

※ 本人に係る状況――無気力・不安51.8％、生活のリズムの乱れ・遊び・非行11.4％ 

※ 家庭に係る状況――家庭の生活環境…2.6％、親子…7.4％、家庭内不和…1.6％ 

※ 学校に係る状況――いじめ0.2％、友人関係9.2％、学業4.9％、入学等不適応3.1％等 

 

◆最初に学校を休みたいと感じ始めたきっかけは？（2020年３月文科省アンケート） 

※ 学校生活がきっかけが８割――いじめ、友達、先生とのこと、勉強など 

※ 身体の不調・生活リズムーー学校に行こうとするとお腹が痛くなる、朝起きられないなど 

※ 自分でもよくわからないが２割 

 

文科省の認識と、本人の回答は真逆 

※ 文科省は一貫して、不登校は本人、保護者、家庭に原因があるとしている。 
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（３） 不登校とともに子どものいじめ、自殺も過去最高水準 

 

 

（４） 自殺した不登校児童生徒の「７５％は再登校していた」 

 

 

（５） 教員も悲鳴をあげている――登校拒否と根は同じ 

 

教員離職「精神疾患」９５３人で過去最高（文科省学校教員統計調査２０２１年度） 

小学校が前回より１１４人増の５７１人、中学校３５人増の２７７人、高校２２人増の１０５人で、

いずれも過去最多。 

離職でなく休職も、精神疾患を理由にした休職が最多の５８９7人 

 

 

 

２、子どもたちは生きものである 

 

 

（１） 子どもたちの生存本能に根差したストレスからの回避行動 

 

 

（２） 子ども・若者の生きづらさの根源 

 

 

（３） 大田尭（たかし）「教育とは何か」より 

 

 

 

３，どこに問題があるのか、なぜ増え続けているのか 

 

 

（１） 登校拒否・不登校の増加の原因について 

 

◆子どもの権利条約市民・NGO報告書をつくる会の主張 
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◆高垣忠一郎氏による解明 

 

 

◆前島康男氏による解明 

 

 

（２） 様々な事件から見えてくる、子ども若者の生きづらさ 

 

 名古屋教育虐待殺人事件（２０１６年） 

 相模原障害者施設殺傷事件（２０１６年） 

 東京目黒区の、５歳で亡くなった結愛（ゆあ）ちゃんの虐待死（２０１８年） 

 千葉県野田市の、小学４年生心愛（みあ）さんの虐待死（２０１９年） 

 東大前刺傷事件（２０２２年） 

 

 

（３） 不登校急増と日本の政治・社会の行き詰まり 

 

 

 

４， 子どもの権利条約批准３０年にあたって 

 

 

（１） 子どもの権利条約批准からの３０年を振り返る 

 

 

（２） 子どもの生きる権利と気候変動 

 

 「国連のグテーレス事務総長「地球温暖化の時代は終わり、地球沸騰の時代が来た」（２０２

３年７月） 

 ユニセフ「気候危機は子どもの権利の危機」（２０２１年８月） 

「気候変動は、世界の子どもと若者が直面している最大の脅威」 

 ２億４０００万人の子どもたちが沿岸の洪水のリスクにさらされている。 

 ３億３０００万人の子どもたちが河川の洪水のリスクにさらされている。 

 ４億人の子どもたちがサイクロンのリスクにさらされている。 

 ６億人の子どもたちが、蚊などが媒介する疾患のリスクにさらされている。 

 ８億２０００万人の子どもたちが熱波のリスクにさらされている。 

 ９億２０００万人の子どもたちが水不足のリスクにさらされている。 
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 １０億人の子どもたちが、深刻な大気汚染のリスクにさらされている。 

 ２０２３年だけでも「記録的被害」が異常気象リストに追加 

 １月―南スーダン 洪水で九州より広い土地が浸水 

 ２月―チリ １０年続く干ばつにより火災広がる 

 ３月―南東アフリカ サイクロンにより1,000人が死亡 

 ４月―インド・バングラデシュ・タイ アジア史上最悪の熱波 

 ５月―イタリア １日半に降った６か月分の大雨 

 ６月―日本 台風２号で４９名が死傷 

 ７月―カナダ 森林火災９５０万ヘクタールが焼失 

 ８月―観測史上最高の海水温と、1.5 度を超える平均気温上昇。パリ協定合意の目標値を

すでに超えてしまった。 

 ９月―ハワイ、ギリシャ、スペインで大規模森林火災 

 １０月～１２月―続く高気温。２０２３年が史上最も暑い年であることが確定 

  

 

（３） あなたの声を国連へ―――国連子どもの権利委員会への発信を 

 

 

 

５， 子どもたちに連帯して、展望を考える 

 

 

（１）あいち民研通信（第１９８号）で述べた私見 

 

 

（２） 不登校に関する調査研究協力者会議での齋藤眞人氏の問題提起 

 

 

（３） 親の会の役割について 

 

 

 

おわりに 
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あいち民研公開企画「急増する不登校について考える」 ２０２４年２月２３日 資料 

 柘植達志 

【資料１】                                    

⚫ 吉野源三郎（君たちはどう生きるか） 

➢ 自分たちの地球が宇宙の中心だという考えにかじりついていた間、人類には宇宙

の本当のことがわからなかったと同様に、自分ばかりを中心にして、物事を判断

してゆくと、世の中の本当のことも、ついに知ることができないでしまう。大き

な真理は、そういう人の目には、決してうつらないのだ。 

➢ コペルニクスのように、自分たちの地球が広い宇宙の中の天体の一つとして、そ

の中を動いていると考えるか、それとも、自分たちの地球が宇宙の中心にどっか

りと坐りこんでいると考えるか、この二つの考え方というものは、実は、天文学

ばかりの事ではない。世の中とか、人生とかを考えるときにも、やっぱり、つい

てまわることになるのだ。  

 

【資料２】 

⚫ 大田堯著『教育とは何か』1990．1．22 刊 

➢ 「教育というものを何よりも人間という動物種の育児行動、種の持続のためのい

となみとしてとらえ直す」 

➢ 「いまほど人間という種の持続と、その地球上での役割と責任とが問われている

ときはかつてなかったし、これからますますそれは、重く問われ続けるだろう」 

➢ 「誰もが認めるように、地球はいま危機に瀕しています。大人たちは、このまま

の姿で地球を次の世代に引き渡すことを恥じずにはとてもおれないはずです」 

➢ 「（子どもの権利条約により）これまでは、大人からの保護と供与とを受けるだ

けの未熟な存在とみられてきた子どもたちが、権利行使の主体として、私たちの

大人社会に参加してくることになります」 

➢ 「子どもたちの新鮮な頭と手を借りて、いまの大人の責任で地球上の自然と人間

の秩序の回復、創造への大事業にあたろうというのでしょう。大げさに言えば、

子どもたちによる地球社会の『革命』の洗礼を、私たち大人はいま受けようとし

ているのです。」 

➢ 「この『革命』は、子どもたちを含めて、あらゆる人々がそれぞれ自分の持ち味

を引き出しあい、お互いにあてにし、あてにされあう平等な社会の創造、つまり

『自己実現』と『完全参加』の原理によって人間社会をたてなおし、人間と自然

との共存の秩序を地球上に創造しようとするものなのです」 

➢ 「人間にとってどうあるかというものさしを一度とっぱらって、地球上の生きも

のの一つとして、子育て・教育をとらえなおしてみたらどうなるのか」 
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【資料３】 

（１） 登校拒否・不登校の現状（2022 年度） 

(ア) 戦後第 2 の急増期——１０年連続で増加 

(イ) 29 万 9,048 人——小学校が初めて１０万人超、中学校 19 万 3,000 人 

１クラスあたり、小学校で 0.4 人、中学校で 1.6 人 

(ウ) 愛知では、20,775 人——初めて２万人突破。2017 年度に初めて１万人

突破。５年で倍加という急激な増加状況（全国も同様に５年で倍加）。小学

校は 7,408 人、中学校は 13,367 人。 

１クラスあたり、小学校 0.8 人、中学校で 1.9 人 

(エ)高校生の登校拒否・不登校——全国で 60,575 人、愛知で 2,908 人 

(オ)高校生の中退者数——全国で 43,401 人、愛知で 2,483 人 
 

（２） 理由別３０日以上欠席した児童生徒（長期欠席者） 

(ア) 不登校 29 万 9,048 人 ・愛知 20,775 人 

(イ) 病気 7 万 5,597 人   ・愛知   2,188 人 

(ウ) 経済的理由 36 人  ・愛知           2 人 

(エ) コロナ   2 万 3,660 人 ・愛知   1,243 人 

(オ) その他  6 万 2,307 人 ・愛知   2,504 人 

合計 46 万 648 人 ・愛知 26,712 人 
 

（３） 高校生、理由別３０日以上欠席した生徒数（長期欠席者） 

(ア) 不登校  6 万    575 人 ・愛知 2,908 人 

(イ) 病気 3 万    976 人  ・愛知 1,424 人 

(ウ) 経済的理由 343 人  ・愛知    10 人 

(エ) コロナ     9,256 人  ・愛知  266 人 

(オ) その他  2 万 1,621 人 ・愛知  663 人 

合計 12 万 2,771 人 
 

※ 小中高合わせて 58 万 3,419 人の子ども若者が登校できていない。 

※ 文科省統計には、部分登校（校門にタッチ・教頭とハイタッチ）、別室登校、教

育支援センター（適応指導教室）、保健室登校、一部フリースクールなど、「隠れ不

登校」を出席扱いとして、こうした子どもの数は含まれていない。 
 

（４） 約３０万人の不登校のうち、１１万人が学校や学校外の相談窓口につなが

っておらず、支援が受けられていない。 

(ア) スクールカウンセラーの配置が増えていることも一因。 

(イ) 全国公立小中学校２万７５００校のうち、７２００校に配置。常駐ではな

く多くは単年度非常勤で、継続相談の見通しが立ちにくい。 
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【資料４】１９６６年度～２０２２年度 児童生徒数と不登校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

① 1966 年度——約 16,000 人 （文部省統計開始、この時は「年間 50 日以上欠席」

が基準でした） 

小学校はここから 1987 年度まで横ばい。中学校はここから 1979 年度まで横ば

い。 

② 1980 年度——約 19,000 人 

ここから 199７年度まで、減ることのない「第１の急増期」。 

③ 1997 年度——105,466 人 （名古屋北部不登校親の会発足） 

ここから 2012 年度まで、増減を繰り返す「高止まり期」。 

④ 2012 年度——112,689 人 （私が名古屋北部不登校親の会代表拝命） 

ここから現在まで「第 2 の急増期」。爆発的急拡大期とも言える現状。 

 

【資料５】あいち民研通信第１９８号（2023 年 7 月 25 日発行）への柘植寄稿から 

➢ 登校拒否・不登校とは、過度に競争的な学校と教育のもとで生じるストレスから

の回避行動であり、人間という生きものとしての子どもたちの生存本能に根差し

た、どの子にも起こりうる行動で、特殊な子どもの問題ではありません。 

➢ このことを初めて認めたのが、2016 年の文科省通知でした。 

➢ 「どの児童生徒にも起こり得ることとして捉える必要がある」「その行為を確固

『問題行動』と判断してはならない」「不登校児童生徒が悪いという根強い偏見

を払拭し、学校・家庭・社会が不登校児童生徒に寄り添い共感的理解と受容の姿

勢を持つことが、児童生徒の自己肯定感を高めるためにも重要」（2016 年 9 月

14 日付の文科省通知「不登校児童生徒への支援の在り方について」） 

➢ 現在の通知では、不登校児童生徒への支援が目指す方向性の規定が、次のように

加わりました。 

➢ 「不登校児童生徒への支援は、『学校に登校する』という結果のみを目標にする

のではなく、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて社会的に自立することを目

指す必要がある」「児童生徒によっては、不登校の時期が休養や自分を見つめ直

す等の積極的な意味を持つことがある」（2019 年 10 月 25 日付け文科省通知

「不登校児童生徒への支援の在り方について」） 

➢ 他方で、「第 2 の急増期」開始点となる 2012 年度に、第 2 次安部内閣における

教育提言を行う私的諮問機関である「教育再生実行会議」が発足しています

（2013 年 1 月）。 

➢ 同「会議」は、経済界の意向に沿う人材育成のための教育改革という点で、後継

の「教育未来創造会議」（2021 年 12 月創設）へ引き継がれてもその実態は変わ

っていません。議長を総理大臣がつとめ、関係大臣と「有識者」といわれる大学

学長や民間企業のトップらによって構成されています。 

➢ これら「会議」なるものにおける提言とは、道徳の教科化、リカレント教育など

企業に必要な「人材」育成を推進するための後押しをする点で、およそ子どもの

権利条約に掲げられた理念とは異なる方向のみが議論されている印象を受けます。 
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【資料６】 

⚫ なぜこだわって「登校拒否」という言葉を使っているか。 

➢ 子どもたちは学校に行こうとしている心と、行きたくない心もあって、自分の中

で葛藤している。頭では学校に行っておいたほうが、将来にとって、無難な選択

であると考えて、行きたくない心をひきずったまま登校している場合もあるだろ

う。学校に行こうとしている心があっても、身体が拒否反応している場合もある。 

➢ 拒否という言葉を使うことによって、子どもは何を拒否しているのか、なぜ拒否

をしているのかと、おとなたち（国、学校）は考えなくてはならない。子どもと

一緒に、悩み、格闘して、拒否する理由にたどり着くという仕事・役割が生じて

くる。 

➢ 不登校という言葉は、ただ学校に通っていない状態を指すだけで、毒にも薬にも

ならない。 

 

【資料７】最近の１０年 

➢ 2012 年 衆院選で自公圧勝、政権奪還 

➢ 2013 年 教育再生実行会議発足 

全国いっせい学力テストの都道府県順位を発表開始 

アベノミクス始動・異次元緩和で円安・株高 

特定秘密保護法が成立 

➢ 2014 年 解釈改憲で集団的自衛権容認 

➢ 2015 年 安全保障関連法（戦争法）成立 

➢ 2016 年 参院選で改憲勢力３分の２に 

➢ 2017 年 衆院選で自民大勝 

➢ 2018 年 財務省森友文書改ざん 

➢ 2019 年 令和への代替わり 

消費税１０％へ 

桜を見る会疑惑浮上  

参院選自公改憲ライン割る 

➢ 2020 年 コロナパンデミック 

参院選買収事件で河井元法相夫妻逮捕 

➢ 2021 年 岸田内閣——教育未来創造会議発足 

衆院選で自民安定多数 

➢ 2022 年 安部元首相死亡、統一協会と政治の関係明るみに 

専守防衛投げ捨て、敵基地攻撃能力保有へ 

➢ 2023 年 自民裏金疑惑 

原発汚染水放出 

平均気温過去最高に 

出生数初の８０万人割れ 
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【資料８】令和５年版 自殺対策白書より 
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【資料９】我が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成 30 年度 内閣府） 
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【資料１０】自殺した不登校児の「７５％は再登校」していた 

精神科医・松本俊彦先生に聞く 「不登校と過剰適応」 

（講談社コクリコ２０２２．０９．１３より） 

夏休みが終わり、２学期が始まりました。新学期初日の９月１日に子どもの自殺が多いこ

とは知られつつありますが、その日を越えたら安心というわけではありません。 

不登校の子どもをサポートする精神科医・松本俊彦先生は、不登校の場合、その先に連な

る「過剰適応」のほうが深刻な問題と言います。 

「過剰適応」とは何か、子どもが学校を嫌がる素振りを見せたら、親はどうすればいいの

か。松本先生にくわしく伺いました。 
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松本俊彦（まつもと・としひこ）PROFILE 

国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所薬物依存研究部部長。1993 年佐賀医

科大学卒業。2015 年より現職。2017 年より国立精神・神経医療研究センター病院薬

物依存症センター センター長を兼務。現在、日本精神科救急学会理事、日本社会精神医

学会理事、日本学術会議アディクション分科会特任連携委員。著書多数。 

「もう少し頑張ってみれば」は子どもを絶望させる 

我が子が「学校に行きたくない」と言ったときに、「そっか。じゃあ休んでいいよ」と迷

わず返せる親は、けっして多くないでしょう。 

 

「学校は行くもんだ！」と強引に送り出したり、「どうして行きたくないの？」と理由を

無理に話させようとしたり……。あるいは、「不登校」の状態が続いている子どもをどう

にか学校に戻そうと、なだめたりすかしたり脅したり……。 

 

もちろん、どれも「我が子のためを思って」のこと。しかし、不登校の子どもたちをさま

ざまな形で支援し続けている精神科医の松本俊彦先生は、「学校に行きたくないと言って

いる子どもを無理に行かせても、いいことは何もありません」と断言します。 

 

「若年層の自殺について調べたこところ、かなり高い比率で不登校を経験していました。

そこは予想の範囲内だったんですが、驚いたのが自殺を選んでしまった不登校経験者のう

ち、約 75％の子どもが再登校していたんです」 

 

親が強引に通わせたのか、子どもが親の期待に応えようとして無理をしたのか、再登校の

きっかけはわかりません。はっきりしているのは、再登校したことによって結果的に最悪

の選択を招いたケースが多いということ。 

 

不登校だった我が子がふたたび学校に通い始めたら、親は「これでもう安心」とホッとし

ます。しかし、じつは望まない再登校で子どもの心は限界を迎えているかもしれません。 

 

「不登校になるより、はるかに深刻な問題は、周囲に合わせようとすることで心身が限界

を超えてしまう『過剰適応』です。 

 

その子は休みが必要な状態なのに、親や教員が無理に子どもを登校させる。そうすると

『過剰適応』が引き起こされて、子どもは逃げ場がなくなり、うつ病や自殺のリスクが高

まってしまいます」 
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親や教員は「学校を簡単に休ませたら不登校になってしまう（＝『普通』のレールから外

れてしまう）」という漠然とした将来のリスクを恐れて、目の前にある「過剰適応」とい

う大きなリスクから目をそらしがちです。 

 

当たり前ですが、我が子を追いつめたい、苦しめたいと思っている親はいません。しかし、

なぜか判断を誤ってしまいます。 

 

「親の側も、我慢が大事という思い込みや世間体といったものに『過剰適応』しているの

かもしれません。不登校は子どもの防衛反応。『休みたい』と口に出したときは、かなり

追い詰められている状態です。 

 

迷わず休ませてください。そこで『もう少し頑張ってみれば』というセリフは、絶対に言

ってはいけません。そう言われたら、子どもはどれだけ深い絶望を感じることか」 

なぜ不登校を選ぶ子どもが増え続けているのか 

不登校生徒数は、年々増え続けています。文部科学省の調査によると、2021 年度は全国

で約 30 万人。内訳は、小学校約８万人（1.3％）、中学校約 16 万人（5.0％）、高校約５

万人（1.7％）です（カッコ内は全生徒数に対する割合）。コロナの影響か、前年に比べ

て２割以上増加しました。不登校は、もはや「珍しい事例」ではありません。 

 

なぜ、こんなにも不登校が増えているのか。松本先生は「大きくふたつの理由がある」と

言います。 

 

「ひとつは、かつてほど『どうしても学校に行かなきゃいけない』という社会の圧力が弱

まったこと。フリースクールなど、既存の学校以外の選択肢の情報も入ってくるようにな

りました。そういったことが不登校を決断するハードルを下げているのではないでしょう

か。そしてそれは、望ましい傾向だと考えます。 

 

もうひとつは、子どもが昔ほど画一的ではなくなって、十把一絡（じゅっぱひとから）げ

の軍隊調の教育に馴染まなくなっているからではないかと。もしくは少子化できょうだい

が減ったからなのか、きちんと調査をしないと判断できませんが、不登校の支援活動をす

る中で発達障害の傾向があって枠に収まり切れないタイプの子どもと出会うことが増えま

した。 

 

子どもがそれぞれの個性を発揮できて、結果として多様化しているのは、私はいいことだ

と思っています」 
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もしかしたら、昔から幅広い個性を持った子どもはたくさんいたのに、学校や世の中の縛

りが強くて、それを発揮できなかったのかもしれません。今現在でも、学校に通うことが

苦痛で仕方ないのに、「休みたい」という声を上げられずに必死で適応しようとしている

子どもも、きっと少なくないでしょう。 

 

「大人だって、多かれ少なかれ世の中に無理して合わせることもある。それは『過剰適応』

しているじゃないかと言われたら、そのとおりかもしれません。でも大人には、今の会社

を辞めても次があるといった考え方ができます。 

 

忘れてはならないのは、子どもは生き方の選択肢のイメージが非常に狭く、限られている

ということ。 

 

小学校４年生ぐらいまでは家庭が世界のすべてだし、高校１年生ぐらいまでは学校が世界

のすべてなんですよね。学校という『当然行くべき場所』から外れた瞬間に、世界からは

じき出された、世界に自分の居場所はないと考えてしまう。 

 

だから、学校を休んでもいいよということと同時に、ほかにもたくさん選択肢はあるよ、

苦しい場所で無理に頑張らなくても人生は終わりじゃないよ、ということを伝えていきた

いですね」 

「学校休んだほうがいいよチェックリスト」をどう使うか 

子どもが「学校を休みたい」と言ったときに、親の判断を手助けをするツールとして注目

されているのが、LINE を活用した「学校休んだほうがいいよチェックリスト」です。 

 

不登校の支援団体である「不登校新聞」「Branch」「キズキ共育塾」が開発し、松本先生

がチェック項目と回答を監修しました。 

 

子どもの状態を尋ねる 20 項目の質問に答えると、「休ませましょう」「対話の機会を作り

ましょう」など５種類の回答が表示される仕組みで、利用はすべて無料。８月 22 日

（2023 年）にリリースされ、９月８日現在、約 45000 人が登録しています。 

 

●公式サイト【学校休んだほうがいいよチェックリスト】 

 

「あまり項目が多すぎると使いづらくなってしまう。20 に絞るのに苦労しました。どれ

も重要な項目ばかりです。休ませていいのかどうか迷っている親御さんは、ぜひこれを活

用してほしい。 
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親御さんは『やっぱり行かせたほうがいいんじゃないか』という呪縛をなかなか振り払え

ません。余裕を持って休ませたとしても、マイナスになることはない。怠け癖がつくんじ

ゃないかといった心配も、まったく無用です」 

 

このチェックリストは、「学校に行っても大丈夫かをチェックするものではなく、休ませ

る決断をしてもらうためのもの」だと松本先生は言います。それは、多くの親が抱いてい

る学校を休ませることへの抵抗感を払拭（ふっしょく）したいから。 

 

「子どもの様子を見ていると休ませたほうがいいように思うけど……」と迷いつつ決断で

きない親こそ、手遅れにならないうちに活用しましょう。夫婦で意見が分かれたときに、

相手にこれを見せて『ほら、やっぱり休ませないと』と説得するために使ってもらうのも

いいんじゃないでしょうか」。 

もっと気軽に精神科のクリニックの門を叩いてほしい 

松本先生は、日本の薬物依存研究の第一人者でもあります。薬物依存症の患者に対して

「罰を与えれば問題が解決するわけではない。同じことを繰り返さないための支援が大切

だ」と主張し続けてきました。 

 

「誤解を招く言い方かもしれませんが、不登校と薬物依存は対応の仕方という点では共通

する部分があります。不登校に対して『問題行動だから力ずくでやめさせなければならな

い』という考え方を持っている人が、まだまだ多い。大切なのは当人に寄り添って、苦し

みを取り除いてあげることです。 

 

苦しさが理解されないという状態が続いて、高校生ぐらいで市販薬の過量接種（オーバー

ドーズ）をしてしまうケースもあります。それと、学校などでは『早めに SOS を出しな

さい。あなたを守ります』と言っているのに、実際に SOS を出したら、自分を否定され

て一方的に教育的指導をされたり、内容によってはすぐ警察に連絡されたりする。そんな

ダブル・スタンダードがまん延しているのも大きな問題ですね」 

 

子ども（と親）の苦しさをやわらげるために、精神科のクリニックが大きな役割を果たす

ケースもあります。松本先生は精神科医として、長年にわたって幅広い年齢層の不登校の

子どもを診察してきました。ただ、親の中には「精神科のクリニックの門を叩く」という

ことに抵抗を感じる人も、まだまだ少なくないかもしれません。 

 

「精神科医は、あくまで専門家の立場からアドバイスをするのが役割です。診察を受けた

からといって状況が劇的に変わるわけではありませんが、話を客観的に聞いたり、出口が
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ないと思える状態に違う道筋を提示したりすることはできる。 

 

子ども自身へのアドバイスより、親御さんへのアドバイスのほうが比重は大きいかもしれ

ない。言ってみれば、悩みの“セカンド・オピニオン”ですね。また、子どもが眠れない

とか食事ができないといった深刻な状態になった場合、あらかじめ医療とつながっておく

ことで早めに手を打つことができます」 

 

松本先生は「子どもの心には自然治癒力がある」と強調します。しかし、無理に学校に行

かせようとしたり、学校に行かないことを責めたりするなど、親の言動が子どもの心にさ

らなるダメージを与えてしまうケースは少なくありません。 

 

「我が子の心の回復力を信じて、待ってあげてください。それが何よりのサポートです」 

 

 

【資料１１】中学生の５人に１人が「不登校傾向」 
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【資料１２】あなたの声を国連へ 
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【資料１３】不登校に関する調査研究協力者会議（第６回 2023 年 2 月 14 日開催） 

立花高等学校校長 齋藤眞人  

永岡文部科学大臣自らがリーダーシップをおとりになられたご姿勢、あわせて連日連夜本会議に向けて連

絡調整、素案作りに取り組んでおられる事務局の皆様に、深く感謝申し上げます。委員としての意見、と言

うより雑感に近いのかもしれませんが、下記に述べさせて頂きます。  

最優先に『不登校は問題行動ではない』と言う定義を、今一度深く理解する必要を感じます。何とか解決

したいと言う熱意は当然共有すべきものではありますが、反面結局は『解決が必要な問題行動』だと言う固

定概念から脱することができていないようにも思えます。学校に登校すべきだという前提、いかにして学校

に戻すかという考え方が、相当根強いのではないでしょうか。  

私は、不登校は子ども達が私たち大人につきつけた『問題提起行動』だと考えています。学校に行かない

と言う手段を選択した、あるいは選択せざるを得なかった彼らが、私たちにつきつけている何かに目を向け

るべきです。定義や対応策がすべて大人目線で語られていて、学校の主役がいったい誰なのかと言う大前提

が欠落しているように思えてなりません。  

私は一貫して、学校がもっと柔らかくあるべきだという意見を主張し続けてきました。言葉が過ぎるかも

しれませんが、学校が慢性的に持つ『同調圧力』は、もはや日常的な人権侵害に等しいと言う危機感を持っ

ています。教師が圧倒的なカースト上位の立場にたち、素直で従順な子どもたちを『従わせる』構図を、今

ここで学校教育に携わる我々が正すべきです。もちろんそうでない先生方もたくさんいらっしゃいますし、

私は決して従来型の学校教育のすべてを否定しているつもりはありません。しかし一番重要で喫緊の課題を

棚に上げて、大人目線で不登校の子ども達をどうするかと言う議論をしても、無意味に思えてならないので

す。釈迦に説法のような意見でお恥ずかしいのですが、『子どもの権利条約』をろくに理解していない風土

から即刻改めるべきです。不登校という勇気ある決断で自らの命や自尊感情を守った子ども達より、今日も

笑顔で従順に、歯を食いしばって理不尽に耐えている子ども達のほうがよほど心配です。 

『学ぶ機会の保証』に関しては、まったく異論はありません。彼らには学ぶ権利があります。学校で学べな

いのであれば、民間（社会）をもっと積極的に活用し学校以外の学ぶ手段を広めるべきです。まだ学校にこ

だわっているように思えてなりません。そして『学校をみんなが安心して学べる場所』にするためにも、前

述したような圧力の排除に勇気をもって教師たちが取り組むべきです。さらに特例校の拡大にこだわらず、

学校の自由度をもっと担保すべきではないでしょうか？教師の働き方改革が叫ばれる中さらなる対応をオプ

ションとして課すよりも、授業時数や授業内容の縛り等々を各々の現場の実情にあわせて大胆に対応できる

よう、文字通り特例校を特例ではなく基準にして良いとさえ思っています。また、義務教育に限らず中学卒

業後の学びについても喫緊の課題として取り扱っていただけることを願います。  

もはや日本の子ども達の自己肯定感や自己有用感の低さは危機的状況にあるはずです。そのことを全体的

課題としてとらえなければならないのではないでしょうか？不登校の子ども達はその危機感を私たちにつき

つけているのだと思います。  

以上、はなはだ稚拙な意見の上、限られた文量では全く意を尽くしませんが、目前に 500 名超の不登校

経験者が在校生として在籍する全日制の高等学校の校長として、常々痛感していることを飾らずに書かせて

頂きました。専門的な見地に立った優れた意見がたくさん集約されることでしょうが、一番肝心なのは『子

ども達の意見に耳を傾ける』ことです。彼らの意見は大人から見たら稚拙かもしれません。しかし主役の声

を聞かずして大人が勝手に支援を語ることの方がよほど稚拙です。微力ではありますが、事務局の皆様、委

員の先生方と協力し、機を逃さない議論を尽くして参りたいと思います。 
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【資料１４】自慢の息子——柘植勇人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


